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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　補助操舵力を発生する電動機の基本制御量を操舵状態に応じて求めるベース制御部と、
　このベース制御部とはリレーを介して接続され、補助操舵力に対する反力成分となる補
正量を車両挙動に応じて求める車両挙動反力補正部と、
　前記ベース制御部とはリレーを介して接続され、前記車両挙動反力補正部の補正量に付
加される操舵トルクに応じた補正量を求める操舵トルク反力補正部とを有し、
　前記車両挙動反力補正部の動作を中止する際に、前記リレーをオフとして、前記車両挙
動反力補正部の補正量と共に前記操舵トルク反力補正部の補正量に基づく補正が行われな
いようにしたことを特徴とする電動パワーステアリング装置。
【請求項２】
　前記ベース制御部とはリレーを介して接続され、前記車両挙動反力補正部の補正量に付
加される操舵速度に応じた補正量を求める操舵速度反力補正部をさらに有することを特徴
とする請求項１に記載の電動パワーステアリング装置。
【請求項３】
　前記ベース制御部を有する第１の制御ユニットと、
　前記車両挙動反力補正部を有する第２の制御ユニットとを備え、
　前記第１の制御ユニットと前記第２の制御ユニットとは、互いに別体で構成されて通信
媒体を介して通信可能としたことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の電動パワ
ーステアリング装置。
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【請求項４】
　前記第１の制御ユニットは、前記リレーを有することを特徴とする請求項３に記載の電
動パワーステアリング装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、補助操舵力を発生する電動機の基本制御量を操舵状態に応じて求めると共に
、この基本制御量に、車両挙動に応じた補正量を補助操舵力に対する反力成分として付加
して操舵力を制御する電動パワーステアリング装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電動パワーステアリング装置では、運転者の操舵力を軽減する目的で補助操舵力を発生
させる電動機が設けられているが、この電動機に発生させる補助操舵力に対する反力成分
を、車両の挙動（ヨーレート等）が大きくなるのに応じて増大するように制御するアクテ
ィブ反力制御が知られている（例えば特許文献１・２参照）。
【０００３】
　このアクティブ反力制御によると、車体に横風が当たる場合や、轍のある路面やスプリ
ットμ路面（車両の左右で摩擦係数が異なる路面）を走行する場合に、車両挙動の乱れを
抑制する効果を高めて車両の外乱に対する安定性を向上させる外乱抑制効果が得られ、オ
ーバーステア及びアンダーステア等の車両挙動の乱れを収め易くし、ドライバの運転操作
負担を低減することができる。
【特許文献１】特許第３１１０８９１号公報
【特許文献２】特開２００６－２７３１８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかるに、このようなアクティブ反力制御では一般的に、反力成分の増大に伴って外乱
抑制効果が向上するが、車両挙動に応じた反力成分は、ステアリングホイールを戻す力、
すなわちばね成分と同様の働きをし、これを大きくすることは、操舵力のゲインを増大さ
せると共に減衰成分を低下させることから、ドライバの操舵フィールを悪化させる要因と
なる。このため、車両挙動に応じた反力成分を大きく設定するには限界があり、アクティ
ブ反力制御における外乱抑制効果を十分に高めることができない不都合があった。
【０００５】
　これに対して、前記の不都合を回避するため、ドライバの手動操舵力に応じて電動機の
基本制御量を求めるベース制御の制御パラメータを変更して、基本制御量自体を予め大き
く設定しておくことが考えられるが、このようにすると、車両挙動に関する制御系に失陥
が発生した場合、例えばヨーレートセンサの故障により車両挙動に応じた補正量の取得が
困難になった場合には、操舵反力が軽くなったり、過減衰により粘性感が高くなるなどし
て、ドライバの操舵フィールの悪化を招いてしまい、結果としてヨーレートセンサが故障
しただけにも係わらず、アクティブ反力制御を行わない通常制御時の性能すら確保するこ
とができない状態となり、電動パワーステアリング装置全体の信頼性低下を招いてしまう
という問題が生じる。
【０００６】
　本発明は、このような発明者の知見に基づき案出されたものであり、その主な目的は、
車両の外乱に対する安定性を向上させると共にドライバの操舵フィールを向上させること
ができるように構成された電動パワーステアリング装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　このような課題を解決するために、本発明による電動パワーステアリング装置において
は、請求項１に示すとおり、補助操舵力を発生する電動機（９）の基本制御量を操舵状態
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に応じて求めるベース制御部（２１）と、このベース制御部とはリレー（２６）を介して
接続され、補助操舵力に対する反力成分となる補正量を車両挙動に応じて求める車両挙動
反力補正部（４１）と、前記ベース制御部とはリレー（２６）を介して接続され、前記車
両挙動反力補正部の補正量に付加される操舵トルクに応じた補正量を求める操舵トルク反
力補正部（４３）とを有し、前記車両挙動反力補正部の動作を中止する際に、前記リレー
をオフとして、前記車両挙動反力補正部の補正量と共に前記操舵トルク反力補正部の補正
量に基づく補正が行われないようにしたものとした。
【０００８】
　前記の電動パワーステアリング装置においては、請求項２に示すとおり、前記ベース制
御部とはリレー（２６）を介して接続され、前記車両挙動反力補正部の補正量に付加され
る操舵速度に応じた補正量を求める操舵速度反力補正部（４２）をさらに有する構成とす
ることができる。また、請求項３に示すとおり、前記ベース制御部を有する第１の制御ユ
ニット（ＥＰＳ－ＥＣＵ６２・６４）と、前記車両挙動反力補正部を有する第２の制御ユ
ニット（車両挙動安定化統合ＥＣＵ６１、ＶＳＡ用ＥＣＵ６３）とを備え、前記第１の制
御ユニットと前記第２の制御ユニットとは、互いに別体で構成されて通信媒体を介して通
信可能とした構成とすることができる。また、請求項４に示すとおり、前記第１の制御ユ
ニットは、前記リレー（２６）を有する構成とすることができる。
【０００９】
　これによると、ヨーレートなどの車両挙動に応じた補正量に加えて、操舵トルクや操舵
速度に応じた補正量で基本制御量が補正されるため、ドライバの操舵フィールを悪化させ
ることなく、車両挙動に応じた補正量を大きく設定して、車両の外乱に対する安定性を向
上させることができる。しかも、車両挙動反力補正部の動作を中止する際に、リレーをオ
フとして、車両挙動に応じた補正量と共に、操舵トルクや操舵速度に応じた補正量に基づ
く補正が行われないようにする、すなわちベース制御部による基本制御量に基づく通常の
制御に復帰させるようにしたため、アクティブ反力制御の失陥時にドライバの操舵フィー
ルが著しく悪化することを避けることができる。
【００１０】
　車両挙動反力補正部の制御を中止する場合としては、例えば車両挙動反力補正部の失陥
、すなわち車両挙動を検出するセンサ（例えばヨーレートセンサ）自体が故障したり、あ
るいは車両挙動に応じた補正量を車両挙動安定化統合ＥＣＵ等の外部の制御ユニットで取
得する場合にその外部の制御ユニットが故障したために、車両挙動に応じた補正量の取得
が正常に行われない事象が発生した場合である。この場合、車両挙動反力補正部の失陥を
検知する失陥検知部を設け、この失陥検知部で車両挙動反力補正部の失陥を検知すると、
リレーをオフとして信号入力を禁止する構成とすれば良い。
【００１１】
　ここで、操舵トルクは、ドライバが操作子（ステアリングホイール）に加える力であり
、操舵トルク反力補正部では、操舵反力中の操舵トルクに依存（比例）する成分に対応す
る補正量を求める。この操舵トルクに依存する成分は、主に操舵力の大きさを調整するも
のとなり、例えば操向輪側からラックに入力される外力に関するラックロード成分や、こ
のラックロード成分以外のアシスト成分がこれに該当し、この操舵力調整成分を付加する
ことで、操舵力の大きさを最適化して、ドライバの操舵フィールを向上させることができ
る。
【００１２】
　また、操舵速度は、ドライバが操作子（ステアリングホイール）を操作する速度（角速
度）であり、操舵速度反力補正部では、操舵反力中の操舵速度に依存（比例）する成分に
対応する補正量を取得する。この操舵速度に依存する成分は、主に操舵力の減衰成分、す
なわち操舵力を減衰させて操作子を重くすると共に操舵力特性を示すリサージュ波形のヒ
ステリシス幅を拡大する成分となるものであり、例えば操舵系のダンパ特性（粘性特性）
に関するダンパ成分や、操舵系のフリクション特性（摩擦特性）に関するフリクション成
分がこれに該当し、これらの減衰成分を付加して、ばね成分となる車両挙動（ヨーレート
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）に応じた補正量とのバランスをとることで、減衰過小を改善して、操舵力特性、特にリ
サージュ波形のヒステリシス幅を最適化して、ドライバの操舵フィールを向上させること
ができる。
【００１３】
　なお、車両挙動反力補正部での補正量取得の基準となる車両挙動は、ヨーレートの他、
横加速度なども可能である。
【発明の効果】
【００１４】
　このように本発明によれば、ヨーレートなどの車両挙動に応じた補正量に加えて、操舵
トルクや操舵速度に応じた補正量で基本制御量が補正されるため、ドライバの操舵フィー
ルを悪化させることなく、車両挙動に応じた補正量を大きく設定して、車両の外乱に対す
る安定性を向上させることができる。しかも、車両挙動反力補正部の動作を中止する際に
、リレーをオフとして、ベース制御部による基本制御量に基づく通常の制御に復帰するた
め、アクティブ反力制御の失陥時にドライバの操舵フィールが著しく悪化することを避け
ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施の形態を、図面を参照しながら説明する。
【００１６】
　図１は、本発明による電動パワーステアリング装置を示す模式図である。この電動パワ
ーステアリング装置は、ステアリングホイール（操作子）１にステアリングシャフト２を
介して一体的に回転可能に連結されたピニオン３と、このピニオン３に噛合して車幅方向
に往復動可能に設けられたラック軸４とを有するラック・アンド・ピニオン機構を備え、
ラック軸４の両端がタイロッド５を介して操向車輪としての左右の前輪６のナックルアー
ム７に連結されて、ステアリングホイール１の回転操作に応じて左右の前輪６が転舵され
るようになっており、このようなラック・アンド・ピニオン機構を介しての手動操舵力を
軽減するための補助操舵力を発生する電動機９がラック軸４に同軸的に設けられている。
【００１７】
　ステアリングシャフト２には、ステアリングホイール１の操舵角を検出する操舵角セン
サ１１が設けられ、ピニオン３の近傍には、ピニオン３に作用する手動操舵トルクを検出
する操舵トルクセンサ１２が設けられている。また、車体の適所には、車体に発生するヨ
ーレート（車両挙動）を検出するヨーレートセンサ１３と、車速を検出する車速センサ１
４とが設けられている。
【００１８】
　これらの操舵角センサ１１、操舵トルクセンサ１２、ヨーレートセンサ１３、及び車速
センサ１４の各出力信号は、駆動回路１７を介して電動機９を制御するステアリング制御
装置（EPS-ECU）１６に入力されており、このステアリング制御装置１６において操舵角
、操舵トルク、ヨーレート、及び車速に基づいて電動機９が制御され、所要の補助操舵力
がラック軸４に入力される。
【００１９】
　図２は、図１に示したステアリング制御装置１６の概略構成を示すブロック図である。
このステアリング制御装置１６は、各センサからの出力信号に基づいて電動機９の目標電
流Ｉｔを算出するものであり、目標電流Ｉｔの元になるアシスト電流（基本制御量）Ｉａ
を操舵状態（ステアリングホイール１に入力される手動操舵力など）に応じて求めるベー
ス制御部２１と、アシスト電流Ｉａに対する補正電流（補正量）Ｉｃを車両挙動などに応
じて求めるアクティブ反力制御部２２と、減算器２４とを有している。
【００２０】
　このステアリング制御装置１６から出力される目標電流Ｉｔは駆動回路１７に入力され
、この駆動回路１７では、電動機９に流れる実電流と目標電流Ｉｔとの偏差が小さくなる
ように電動機９に流れる電流が制御される。
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【００２１】
　ベース制御部２１は、ベース電流算出部３１と、イナーシャ補償部３２と、ダンパ補償
部３３とを備えている。ベース電流算出部３１では、操舵トルクセンサ１２による操舵ト
ルク、及び車速センサ１４による車速に基づいてベース電流Ｉｂを求める。イナーシャ補
償部３２は、ステアリング系のイナーシャを補償するものであり、ダンパ補償部３３は、
ステアリング系のダンピングを補償するものであり、ベース電流Ｉｂに対して所要の補正
を行ってアシスト電流Ｉａを求める。
【００２２】
　イナーシャ補償部３２では、操舵トルクセンサ１２による操舵トルクの時間微分値、及
び車速センサ１４による車速に基づいてイナーシャ補正値を算出して、ベース電流Ｉｂを
補正する。ダンパ補償部３３では、操舵角センサ１１による操舵角を時間微分して得た操
舵角速度（モータ角速度）、及び車速センサ１４による車速に基づいてダンピング補正値
を算出して、ベース電流Ｉｂを補正する。
【００２３】
　アクティブ反力制御部２２は、ヨーレート（車両挙動）に応じた補正電流Ｉｙを求める
ヨーレートフィードバック反力補正部（車両挙動反力補正部）４１と、ヨーレートフィー
ドバック反力補正部４１の補正電流Ｉｙに付加される操舵速度に応じた補正電流を求める
操舵速度反力補正部４２と、ヨーレートフィードバック反力補正部４１の補正電流Ｉｙに
付加される操舵トルクに応じた補正電流を求める操舵トルク反力補正部４３とを有してい
る。
【００２４】
　ヨーレートフィードバック反力補正部４１は、ヨーレートに応じて、電動機９に発生さ
せる補助操舵力に対する反力成分、すなわち補助操舵力を減じて操舵反力を増大させる成
分となるヨーレート補正電流Ｉｙを算出するものであり、ヨーレートセンサ１３の検出値
とヨーレート反力補正電流Ｉｙとの相関関係を示すテーブルや計算式に基づいてヨーレー
ト反力補正電流Ｉｙが算出される。
【００２５】
　ここでは、ヨーレートが増大するのに応じてヨーレート反力補正電流Ｉｙが大きくなる
ように設定されている。このため、ドライバがステアリングホイール１に大きな操舵力を
与えても、ヨーレートが大きい場合には、電動機９の補助操舵力が減少して操舵反力が大
きくなる、すなわちステアリングホイール１が重くなり、これにより車両の不安定性をド
ライバに察知させつつ、ドライバのステアリング操作を抑制して、車両の走行安定性を向
上させると共にドライバの操舵フィールを向上させることができる。
【００２６】
　操舵速度反力補正部４２は、操舵反力中の操舵速度に依存（比例）する成分に対応する
補正電流を求めるものであり、この操舵速度に依存する成分は、主に操舵力の減衰成分、
すなわち操舵力を減衰させてステアリングホイール１を重くすると共に操舵力特性を示す
リサージュ波形のヒステリシス幅を拡大する成分となるものであり、この減衰成分を考慮
することで、操舵力特性を最適化することができ、ここでは、ダンパ反力補正部４４と、
フリクション反力補正部４５とが設けられており、ここで取得したダンパ補正電流Ｉｄ及
びフリクション補正電流Ｉｆを、ヨーレート補正電流Ｉｙに加算することで、減衰過小を
改善して、ドライバの操舵フィールを向上させることができる。
【００２７】
　ダンパ反力補正部４４は、操舵反力中に占める操舵系のダンパ特性に関するダンパ成分
を推定して、これに対応するダンパ補正電流Ｉｄを算出するものであり、フリクション反
力補正部４５は、操舵反力中に占める操舵系のフリクション特性に関するフリクション成
分を推定して、これに対応するフリクション補正電流Ｉｆを算出するものである。
【００２８】
　このダンパ成分及びフリクション成分は、主に操舵速度に依存することから、ダンパ補
正電流Ｉｄ及びフリクション補正電流Ｉｆの算出は、第１に操舵角センサ１１による操舵
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角速度に基づいて行われるが、ここでは操舵角速度に加えて、操舵トルクセンサ１２によ
る操舵トルクも考量して、ダンパ補正電流Ｉｄ及びフリクション補正電流Ｉｆが算出され
る。
【００２９】
　操舵トルク反力補正部４３は、操舵反力中の操舵トルクに依存（比例）する成分に対応
する補正電流を求めるものであり、この操舵トルクに依存する成分は、主に操舵力の大き
さを調整するものとなり、この操舵力調整成分を考慮することで、操舵力の大きさを最適
化することができ、ここでは、ラックロード反力補正部４６と、アシスト反力補正部４７
とが設けられており、ここで取得したラックロード補正電流Ｉｒ及びアシスト補正電流Ｉ
ｓを、ヨーレート補正電流Ｉｙから減じることで、操舵反力を軽減して、ドライバの操舵
フィールを向上させることができる。
【００３０】
　ラックロード反力補正部４６は、ラックロード、すなわち旋回などの車両の挙動や轍な
どの路面状況に応じて車輪６に加わる外力に起因して車輪６側からラック軸４に作用する
荷重を推定して、これに対応するラックロード補正電流Ｉｒを算出するものであり、アシ
スト反力補正部４７は、ラックロード以外のアシスト成分を推定して、これに対応するア
シスト補正電流Ｉｓを算出するものである。
【００３１】
　ラックロード補正電流Ｉｒは、操舵トルクセンサ１２による操舵トルク、操舵角センサ
１１による操舵角、及びモータ電流計２８により検出される電動機９の実電流に基づいて
算出される。またアシスト補正電流Ｉｓは、操舵トルクセンサ１２による操舵トルクに基
づいて算出される。
【００３２】
　なお、ラックロードは、ドライバによりステアリングホイール１に入力される手動操舵
トルクと、電動機９が出力する補助操舵トルクとを加算し、機械系フリクション要素、す
なわち機械的な摩擦による動力損失を減算することで求められる。ここで、手動操舵トル
クは、操舵トルクセンサ１２により検出されるトルク値にステアリング系慣性項を加算す
ることで求められ、ステアリング系慣性項は、操舵角センサ１１により検出される操舵角
を２階微分して得られる操舵角加速度から求められる。補助操舵トルクは、モータ電流計
２８による電動機９の実電流から求められる。機械系フリクション要素は、定数で与えれ
ば良い。
【００３３】
　また、ダンパ反力補正部４４、フリクション反力補正部４５、ラックロード反力補正部
４６、及びアシスト反力補正部４７では、各センサの検出値、あるいはその微分値などの
計算値と補正電流Ｉｄ・Ｉｆ・Ｉｒ・Ｉｓとの相関関係を示すテーブルや計算式に基づい
て補正電流Ｉｄ・Ｉｆ・Ｉｒ・Ｉｓが算出され、このテーブルや計算式は、実験値や設計
値に基づいて予め作成しておく。
【００３４】
　このようにしてアクティブ反力制御部２２において、ヨーレート補正電流Ｉｙ、ダンパ
補正電流Ｉｄ、フリクション補正電流Ｉｆ、ラックロード補正電流Ｉｒ、及びアシスト補
正電流Ｉｓが求められ、これらの補正電流が加算器５１及び減算器５２～５４に入力され
て、最終的な補正電流Ｉｃが算出され、これを式で表すと、
Ｉｃ＝Ｉｙ＋（Ｉｄ＋Ｉｆ）－Ｉｒ－Ｉｓ
となる。
【００３５】
　さらにこのアクティブ反力制御部２２で取得した補正電流Ｉｃは減算器２４に入力され
、ここで、ベース制御部２１で取得したアシスト電流Ｉａから補正電流Ｉｃが減算されて
目標電流Ｉｔが算出され、これを式で表すと、
Ｉｔ＝Ｉａ－Ｉｃ＝Ｉａ－（Ｉｙ＋Ｉｄ＋Ｉｆ）＋（Ｉｒ＋Ｉｓ）
となる。
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【００３６】
　さらにこのステアリング制御装置１６は、アクティブ反力制御部２２からの補正電流Ｉ
ｃの信号の減算器２４に対する入力を断続するリレー２６と、アクティブ反力制御部２２
の失陥を検知する失陥検知部２７とを備えており、失陥検知部２７からのリレー駆動信号
によりリレー２６がオン／オフ（導通／遮断）制御される。
【００３７】
　失陥検知部２７では、アクティブ反力制御部２２の失陥、すなわちヨーレートセンサ１
３の故障などによりヨーレートフィードバック反力補正部４１での補正電流Ｉｙの算出処
理が実行不能か否かが判定され、アクティブ反力制御部２２の失陥がない正常時にはリレ
ー２６がオンとなり、アクティブ反力制御部２２からの補正電流Ｉｃの信号が減算器２４
に入力される。
【００３８】
　他方、アクティブ反力制御部２２の失陥が発生すると、リレー２６がオフとなり、アク
ティブ反力制御部２２からの補正電流Ｉｃの信号が減算器２４に入力されず、ダンパ補償
部３３からのアシスト電流Ｉａが補正されることなく駆動回路１７に入力される。これに
より、アクティブ反力制御部２２の失陥が発生した場合には、ベース制御部２１のみによ
る通常の制御に復帰し、ドライバの操舵フィールが著しく悪化することをを避けることが
できる。
【００３９】
　図３は、本発明による電動パワーステアリング装置におけるスラローム操舵時の操舵力
特性（リサージュ波形）の一例を示すグラフであり、ステアリングホイール１の回転操作
に応じた操舵角の変化に伴う操舵トルクの変動状況を示している。ここでは、車速Ｖ＝１
４０ｋｍ／ｈ、操舵周波数（操舵周期の逆数）ｆ＝１．０Ｈｚとしている。
【００４０】
　単純にヨーレートフィードバック反力補正部４１によるヨーレートフィードバック成分
のみを加えた場合には、ベース制御部２１による場合と比較して、矢印で示すように操舵
力特性が変化し、具体的には操舵トルクのゲイン増大によりステアリングホイール１が重
くなり、また減衰低下によりヒステリシス幅が減少してステアリングホイール１のふらつ
きが発生して、操舵フィールが悪化してしまう。これは、ヨーレートフィードバック成分
が、減衰成分や操舵力調整成分を有していないことに起因する。
【００４１】
　これに対して、図２に示したように、減衰成分（ダンパ成分及びフリクション成分）、
及び操舵力調整成分（ラックロード成分及びアシスト成分）をヨーレートフィードバック
成分と共に加えるようにすると、操舵トルクのゲイン低減によりステアリングホイール１
を軽くし、またヒステリシス幅を拡大してステアリングホイール１のふらつきを抑制して
、良好な操舵フィールを実現することができる。
【００４２】
　図４は、本発明によるステアリング制御装置の別の例を示すブロック図である。前記の
例ではステアリング制御装置（EPS-ECU）１６に、電動機９のアシスト電流（基本制御量
）を操舵状態に応じて求めるベース制御部２１と共に、アシスト電流に対する補正電流を
車両挙動等に応じて求めるアクティブ反力制御部２２を一体的に設けたが、ここでは、ベ
ース制御部を有するＥＰＳ－ＥＣＵとは別の制御ユニットにアクティブ反力制御部が設け
られ、このアクティブ反力制御部で取得した補正電流が、適宜な通信媒体を介して、ＥＰ
Ｓ－ＥＣＵに送られるようになっている。
【００４３】
　図４（Ａ）に示す例では、ＬＫＡＳ（Lane Keep Assist System、車線維持支援システ
ム）などで採用される車両挙動安定化統合ＥＣＵ６１内にアクティブ反力制御部２２が設
けられ、このアクティブ反力制御部２２で取得した補正電流が、ＣＡＮ（Controller Are
a Network）やＦｌｅｘ－Ｒａｙなどのネットワークを介して、ＥＰＳ－ＥＣＵ６２に送
られるようになっている。図４（Ｂ）に示す例では、他デバイス用ＥＣＵ、例えばＶＳＡ
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反力制御部２２が設けられ、このアクティブ反力制御部２２で取得した補正電流が、シリ
アル通信線などを介して、ＥＰＳ－ＥＣＵ６４に送られるようになっている。
【００４４】
　一方、ＥＰＳ－ＥＣＵ６２・６４には、ベース制御部２１と共に、受信した補正電流の
信号が減算器２４に入力することを許可・禁止するリレー２６が設けられており、ヨーレ
ートセンサの故障の他に、アクティブ反力制御部２２が設けられた車両挙動安定化統合Ｅ
ＣＵ６１や他デバイス用ＥＣＵ６３の故障・失陥により、アクティブ反力制御部２２で補
正電流の取得が正常に行われない、あるいはアクティブ反力制御部２２で取得した補正電
流の送信が正常に行われない事象が発生した場合には、リレー２６がオフとなり、ベース
制御部２１のみによる制御が行われ、失陥時の操舵フィールの著しい悪化を回避すること
ができる。
【００４５】
　なお、前記の例では、アクティブ反力制御部２２に操舵速度反力補正部４２と操舵トル
ク反力補正部４３とを共に設けたが、そのいずれか一方としても良い。さらに前記の例で
は、操舵速度反力補正部４２にダンパ反力補正部４４とフリクション反力補正部４５とを
共に設けたが、そのいずれか一方としても良い。また前記の例では、操舵トルク反力補正
部４３にラックロード反力補正部４６とアシスト反力補正部４７とを共に設けたが、その
いずれか一方としても良い。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】本発明による電動パワーステアリング装置を示す模式図である。
【図２】図１に示したステアリング制御装置の概略構成を示すブロック図である。
【図３】本発明による電動パワーステアリング装置におけるスラローム操舵時の操舵力特
性の一例を示すグラフである。
【図４】本発明によるステアリング制御装置の別の例を示すブロック図である。
【符号の説明】
【００４７】
１　ステアリングホイール
６　車輪
９　電動機
１１　操舵角センサ
１２　操舵トルクセンサ
１３　ヨーレートセンサ
１６　ステアリング制御装置
２１　ベース制御部
２２　アクティブ反力制御部
２４　減算器
２６　リレー
２７　失陥検知部
４１　ヨーレートフィードバック反力補正部（車両挙動反力補正部）
４２　操舵速度反力補正部
４３　操舵トルク反力補正部
４４　ダンパ反力補正部
４５　フリクション反力補正部
４６　ラックロード反力補正部
４７　アシスト反力補正部
５１　加算器
５２～５４　減算器
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